
別紙１－２（給付費）

市町村名 名寄市

年度計画 年度実績 進捗率（％） 分析評価 課題点 対応策

訪問介護 円 374,729,000 357,960,911 95.5%

訪問入浴介護 円 1,034,000 1,476,764 142.8%
ニーズの高まりが見られる。隣接自治体事業者
のサービス提供可能量が増加した可能性が考え
られる。

市内にサービス提供事業所がないため、市外
サービス事業者の空き状況次第での利用となる
為、適切な状況の把握が難しい。

実績の推移を注視し、計画策定時対応
を検討する。

訪問看護 円 26,457,000 27,445,396 103.7%

訪問リハビリテーション 円 21,744,000 15,199,384 69.9%
事業を縮小した事業所があったため、
減少したと考えられる。

地域全体として、サービス提供体制の
維持が課題となっている。

事業所のサービス提供体制の維持に
必要なサポートに努める。

通所介護 円 113,026,000 116,831,112 103.4%

通所リハビリテーション 円 63,707,000 52,039,055 81.7%

短期入所生活介護 円 28,782,000 36,173,652 125.7%

短期入所療養介護 円 1,619,000 5,846,550 361.1%
予防の利用実績が下がっていることから、介護を
優先で受け入れていると考えられる。

地域全体として、サービス提供体制の
維持が課題となっている。

事業所のサービス提供体制の維持に
必要なサポートに努める。

特定施設入居者生活介護 円 143,599,000 118,331,304 82.4%

居宅療養管理指導 円 13,328,000 15,589,911 117.0%

福祉用具貸与 円 46,639,000 45,828,079 98.3%

特定福祉用具販売 円 2,197,000 2,023,199 92.1%

住宅改修 円 3,308,000 3,201,293 96.8%

定期巡回・随時対応型訪
問介護看護

円 8,346,000 9,338,831 111.9%

夜間対応型訪問介護 円 0 0  

地域密着型通所介護 円 35,757,000 23,948,649 67.0%
一時人員不足により事業を縮小した事
業所があったため、減少したと考えら
れる。

地域全体として、サービス提供体制の
維持が課題となっている。

事業所のサービス提供体制の維持に
必要なサポートに努める。

認知症対応型通所介護 円 38,048,000 35,388,526 93.0%

小規模多機能型居宅介護 円 56,608,000 47,804,948 84.4%

認知症対応型共同生活介
護

円 193,373,000 185,123,475 95.7%

地域密着型特定施設入居
者生活介護

円 58,447,000 74,950,632 128.2%

地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護

円 0 0  

看護小規模多機能型居宅
介護

円 48,675,000 46,749,356 96.0%

介護老人福祉施設 円 583,146,000 558,336,420 95.7%

介護老人保健施設 円 358,261,000 354,053,550 98.8%

介護医療院 円 10,328,000 17,406,101 168.5%
市内に事業所がなく、これまで利用が
少数であったことから乖離が起きやす
い。

市内に事業所がないため、利用動向の
予測が難しい。

病床の介護医療院への転換も進んで
いることから、次期計画で検討を行う。

介護療養型医療施設 円 0 0  

介護予防訪問入浴介護 円 0 299,268  

介護予防訪問看護 円 8,767,000 9,168,034 104.6%

介護予防訪問リハビリテー
ション

円 11,804,000 5,890,023 49.9%
事業を縮小した事業所があったため、
減少したと考えられる。

地域全体として、サービス提供体制の
維持が課題となっている。

事業所のサービス提供体制の維持に
必要なサポートに努める。

介護予防通所リハビリテー
ション

円 12,260,000 10,963,360 89.4%

介護予防短期入所生活介
護

円 2,777,000 2,130,892 76.7%

介護予防短期入所療養介
護

円 779,000 18,657 2.4%
もとより実績が小規模であり乖離しやすい。短期
入所療養介護は実績が増えており、重度を優先
して受け入れていることが考えられる。

地域全体として、サービス提供体制の
維持が課題となっている。

事業所のサービス提供体制の維持に
必要なサポートに努める。

介護予防特定施設入居者
生活介護

円 6,015,000 9,409,837 156.4%
特定施設入居者生活介護の実績は減っているた
め、介護予防の利用者が増えたことが考えられ
る。

地域全体として、サービス提供体制の
維持が課題となっている。

事業所のサービス提供体制の維持に
必要なサポートに努める。

介護予防居宅療養管理指
導

円 1,775,000 2,552,877 143.8%
ニーズの高まりが見られるとともに、積極的な事
業所が増加したもの。

サービス提供体制を維持できることが
重要となる。

事業所のサービス提供体制の維持に必要なサ
ポートに努めるとともに、実績量の推移を見つ
つ、計画策定に反映する。

介護予防福祉用具貸与 円 6,811,000 7,846,381 115.2%

特定介護予防福祉用具販
売

円 1,031,000 1,618,539 157.0%
実績が多くないため、乖離が出やすい。選択的
福祉用具購入が導入されたことも要因と考えら
れる。

用具購入、住宅改修は年度によって波
があるため、予測が難しい。

実績量の推移を注視し、計画策定時検
討する。

住宅改修 円 2,768,000 3,248,093 117.3%

介護予防認知症対応型通
所介護

円 756,000 650,592 86.1%

介護予防小規模多機能型
居宅介護

円 3,211,000 5,542,298 172.6%
予防給付の認定者の割合の高まりと、
小多機のサービス内容のニーズの高
まり。

住特での小多機利用等を適切に反映
できていない。

実績量の推移を注視し、計画策定時検
討する。

介護予防認知症対応型共
同生活介護

円 2,528,000 5,916,951 234.1% 予防の利用者が1名増加したもの。
予防での利用者は多くなることは考え
にくく、乖離が生じやすくなる。

実績量の推移を注視し、計画策定時検
討する。
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